
平 成 2 2 年 ７ 月

警察庁生活安全局

「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令の一部を改正する政

令案」等に対する意見の募集結果について

警察庁において、平成22年５月28日から同年６月26日までの間、風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関する法律施行令の一部を改正する政令案等に対する意見の募集を

行ったところ、356件の御意見を頂きました。頂いた御意見及びこれに対する警察庁の

考え方を次のとおり公表いたします。

１ 意見を募集した命令等の題名

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令の一部を改正する政令

（平成22年政令第168号）

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則の一部を改正する規則

（平成22年国家公安委員会規則第４号）

２ 命令等の案を公示した日

平成22年５月28日

３ 頂いた御意見及び御意見に対する警察庁の考え方

頂いた御意見及び御意見に対する警察庁の考え方は、別紙のとおりです。

頂いた御意見については、必要に応じ、整理・要約した上で掲載しています（頂い

た御意見については、整理・要約をしていないものを警察庁情報公開室において閲覧

に供します。）。

なお、今回の改正の内容に対する御意見以外の御意見については、今後の参考とさ

せていただきます。

４ 参考

頂いた御意見の総数 356件

（内訳）

電子メール 133件

Ｆ Ａ Ｘ 219件

郵 送 ４件
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別紙

「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令の一部を改正する政

令案」等に対する御意見及び御意見に対する警察庁の考え方について

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令の一部を改正する政令案

について

(1) 店舗型性風俗特殊営業として規制される営業への「出会い系喫茶営業」の追加に

ついて

この項目に対しては、

○ マンションの１室を事務所として使用し、異性を紹介する営業も出会い系喫茶

営業に該当するのか

○ 東京都の条例に基づいて東京都に届け出ているデートクラブ営業についても、

規制の対象となるのか

○ 出会い系喫茶営業のみならず、デートクラブ等も併せて規制するべきである

といった御質問及び御意見がありました。

マンションの１室を事務所として使用し、異性を紹介する営業についても、風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令の一部を改正する政令案（以

下「改正案」といいます。）による改正後の風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律施行令（昭和59年政令第319号。以下「風営法施行令」といいます。）

に規定する出会い系喫茶営業の要件を満たす場合には、同営業に該当することとな

ります。

また、東京都デートクラブ営業等の規制に関する条例（平成９年東京都条例第68

号）第２条第１号において、デートクラブ営業とは「客と他の異性の客との間にお

ける対価を伴う交際を仲介する営業」とされているところ、今回の改正においてデ

ートクラブ営業そのものを風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和23年法律第122号。以下「風営法」といいます。）の規制の対象とすることとは

していませんが、個々の営業が出会い系喫茶営業の要件を満たす場合には、規制の

対象となることとなります。

一方、デートクラブ営業については、同営業に起因する児童買春等の問題が全国

的には把握されていないことなどから、改正案において風営法の規制の対象とする

こととはしませんでした。

(2) ラブホテル等営業として規制される営業の範囲の拡大について

ア 拡大する営業の範囲等について

改正案に賛成である旨の御意見のほか、改正案に反対という立場から、

○ ラブホテル等営業をなくすべきではない

○ ラブホテル等営業を風営法で規制したり、営業しにくくしたりすべきでない

といった御意見がありました。



- 2 -

今回の改正は、ラブホテル等営業として規制される営業の範囲を拡大するもの

の、ラブホテル等営業それ自体を禁止する趣旨ではなく、風営法の規制を遵守す

る限りにおいては、営業を営むことが認められます。

また、風営法がラブホテル等営業を規制しているのは、同営業がその施設を専

ら性的な目的のための利用に供するものであることから、地域の風俗環境や少年

の健全育成に好ましくない影響を与え、また、児童買春の温床となるなど善良の

風俗を害するおそれがあるためであり、引き続き、これらの問題が発生しないよ

う風営法による規制を行っていく必要があると考えます。

イ ラブホテル等営業の新たな要件について

この項目に対しては、改正案の規制は厳格すぎるという立場から、

○ 休憩料金を表示することや自動精算機を設置することを禁止すべきでない

○ 休憩料金表示があることや自動精算機があることを要件として追加すると、

一般のホテルでもラブホテル等営業に該当する可能性があって適当ではない

といった御意見が、改正案の規制は不十分であるという立場から、

○ 施設の要件又は個室の設備の要件のいずれか一つを満たせばラブホテル等営

業とすべきである

○ 施設の要件と個室の設備の要件について、一定の組合せではなく、いずれの

組合せでもラブホテル等営業とすべきである

○ 個室内にコンドームがあること等もラブホテル等営業の要件の一つとすべき

である

○ ホテル一般についてコンドームを個室内に置くことや客が従業者と面接しな

いで宿泊の料金を支払うことができる設備を設けること等を禁止すべきである

といった御意見がありました。

風営法は、要件に該当する一定の営業について規制の対象とすることとしてい

ますが、休憩料金を表示することや自動精算機を設置することを禁止するもので

はありません。

ラブホテル等営業は、風営法第２条第６項第４号において「専ら異性を同伴す

る客の宿泊（…）の用に供する政令で定める施設（政令で定める構造又は設備を

有する個室を設けるものに限る。）を設け、当該施設を当該宿泊に利用させる営

業」とされ、施設の要件と個室の要件のいずれにもに該当するものとされており

ます。

これは、施設要件と個室要件が、ラブホテル等営業を定義付ける上で相互補完

的な関係にあり、どちらか一方の要件だけでは当該営業を定義付けるには不十分

であっても、もう一方の要件を組み合わせることにより、風営法の目的との関係

で合理性を持たせることが可能となるという趣旨によるものであります。

施設の要件と個室の設備の要件の組合せについては、部外の有識者等からなる

風俗行政研究会において昨年７月に取りまとめられた「出会い系喫茶及び類似ラ



- 3 -

ブホテルに対する規制の在り方に関する提言」（以下「提言」という。）におい

ても、「ラブホテル等の営業の要件を見直すに当たっては、（…）性的ないかが

わしさに関連する要素、客の匿名性の確保に関連する要素に着目して検討を行う

べきである」とされており、今回、要件を見直すに当たっては、各要件の特徴が

ラブホテル等営業の要件とするにふさわしいかという観点のみならず、各要件の

組合せが適切かという観点からの検討も行い、一定の組合せに該当するものにつ

いてラブホテル等営業とすることとしました。

個室内にコンドームがあることについては、そのことのみをもって個室の設備

とは評価し難いこと等から、個室の設備の要件とはしないこととしました。

また、上記のとおり、風営法は、一定の営業を規制の対象としておりますが、

ホテル等に特定の設備等を設けることを禁止するものではないので、一般のホテ

ルにおいてコンドームを個室内に置くことや客が従業者と面接しないで宿泊の料

金を支払うことができる設備を設けること等を禁止するためには、風営法以外の

法令による手当てが必要であると考えます。

また、

○ 施設の要件、個室の設備の要件、個室の構造の要件のいずれかに該当しない

限りラブホテル等営業に該当しないのか

○ 専ら異性を同伴する客の性的好奇心に応じるために設けられた設備とは何か

○ フロント等の遮へい措置のある施設とは何か

といった御質問がありました。

施設の要件及び個室の設備又は構造の要件のいずれにも該当しない場合は、ラ

ブホテル等営業には該当しません。

「専ら異性を同伴する客の性的好奇心に応じるために設けられた設備」とは、

現行の風営法施行令第３条第３項第１号においても規定されているものであり、

ＳＭ用の設備等がこれに当たります。

また、フロント等の遮へい措置のある施設とは、フロント等においてカーテン

やブラインドなどが取り付けられ、フロント等における客との面接を妨げるおそ

れがある状態にしている施設のことをいいます（改正案による改正後の風営法施

行令第３条第１項第２号ニ参照）。

ウ その他の意見

その他には、

○ ラブホテル対策に関して関係省庁と連携を図るべきである

○ 宿泊者名簿の記載義務等旅館業法に基づく規制を徹底すべきである

○ 客が18歳未満ではないことの確認を徹底させるべきである

○ 防犯カメラの設置義務を設けるべきである

○ 風営法の規制をもっと厳格に適用すべきである

○ ラブホテル等のインターネット上での広告宣伝行為を規制すべきである
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といった御意見がありました。

警察庁では、厚生労働省や国土交通省との更なる連携に努めており、先般、ラ

ブホテルの問題に的確に対処するため、当該３省庁からなるラブホテル対策に関

する協議会を立ち上げたところであります。今後は当該協議会において関係省庁

との更なる連携強化を図り、風営法以外の関係法令の活用についても議論してい

くことを予定しております。

また、警察庁では、18歳未満の者がラブホテル等を利用することを防止するた

めにラブホテル等の営業者等が遵守すべきガイドラインを策定したところであ

り、当該ガイドライン中には、防犯カメラを設置することも掲げられているとこ

ろです。

警察では、ラブホテル等営業に対して、風営法に基づく立入検査の積極的実施

や行政指導の強化を行うとともに、違法な営業に対しては厳正な取締りを行うこ

ととしています。

また、ラブホテル等営業を含めた店舗型性風俗特殊営業については、風営法第

27条の２及び第28条第８項の規定によりインターネット上のものも含めて無届営

業に係る広告又は宣伝を禁止するなど一定の規制の対象となっております。

また、

○ 学校・公園の周辺に関する規定はないのか

といった御質問がありました。

風営法第28条第１項は、「店舗型性風俗特殊営業は、（…）学校（…）又はそ

の他の施設でその周辺における善良の風俗若しくは清浄な風俗環境を害する行為

若しくは少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止する必要のあるものとして

都道府県の条例で定めるものの敷地（…）の周囲二百メートルの区域内において

は、これを営んではならない」としております。各都道府県においては、それぞ

れの事情に応じ、「都道府県の条例で定めるもの」として一定の公園を規定して

おり、学校や当該公園の周辺においては、店舗型性風俗特殊営業を営んではなら

ないこととなります。

(3) 経過措置について

この項目に対しては、この政令の施行の際現にこの政令の施行により新たに店舗

型性風俗特殊営業に該当することとなる営業（以下「新たに規制対象となる営業」

といいます。）を営んでいる者が施行後１月以内に当該営業に関し届出をした場合

は、営業禁止区域等を定める風営法第28条第１項の規定又は同条第２項の規定に基

づく条例の規定を適用しないとすること（これにより営業禁止区域等において引き

続き営むことが認められる営業を「既得権営業」といいます。）に賛成である旨の

御意見のほか、改正案の規制は厳格すぎるという立場から、

○ 新たに規制対象となる営業を営んでいる者の届出期間について、１月では短す
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ぎる

といった御意見がありました。また、改正案の規制は不十分であるという立場から、

○ 既得権営業は認めるべきではない

○ ラブホテル等営業について、従来から届出を行って営んでいる営業と既得権営

業との間に規制の差を設けるべきである

といった御意見がありました。

届出期間については、これまでの風営法改正において新たに性風俗関連特殊営業

の類型を追加した際に、その準備に係る負担を考慮し、多くの場合１月としている

ことから、改正案においても１月としました。

また、１月の届出期間を設けるほか、改正内容を周知徹底する必要があること、

新たに規制対象となる営業を営む者が風営法の規制を遵守するために所要の準備が

必要となることを考慮し、改正案の施行までに約半年の期間を設けることとしてい

ます。

既得権営業については、昭和59年風営法改正等においてもこれを認めていること、

風営法第28条第３条において営業の開始後に営業所の置かれる場所が営業禁止区域

等に該当することとなった場合にあっても引き続き営業を営むことを認めているこ

と、提言において「規制対象となる前から適法に営業を営んでいた者の財産権と清

浄な風俗環境の保持等の要請との調整の観点からなされてきたこれまでの取扱い

を、現時点で抜本的に改めるほどの積極的理由を見いだし難い」とされていること

から、本改正においても認めることとしたものです。

なお、風営法においては、既得権営業を営んでいる者であっても、当該営業の相

続や当該営業所の新築、増築、移築等があったときには当該営業の継続を認めない

こととされています。

また、今回の改正の趣旨は、ラブホテル等営業として規制される営業の範囲を拡

大し、従来風営法の規制対象でなかった営業について、既に風営法上の届出をした

営業と同様に風営法の規制対象にすることであります。そのため、既得権営業につ

いて、現行の風営法の規制を上回る規制を適用するなどすることは、既に風営法上

の届出をした営業との間で均衡を欠き適当でないと考えます。

ラブホテル営業の問題に対しては、警察のみならず、自治体や関係省庁等が連携

して風営法、旅館業法等の関係法令の遵守の指導や行政権限の行使を的確に行うこ

とが重要であり、今後とも、関係省庁とともに各種法令を有効に活用し、総合的・

多面的な対策を講じていくこととしています。

また、

○ 新たに規制対象となる営業を営んでいる者は、何をすれば既得権営業を営むこ

とが認められるのか

○ 以前風営法上のラブホテル等営業であったものを、改装して一般のホテルとし

て営業しているが、これが今回の改正によって再びラブホテル等営業に該当する

こととなる場合、新たにラブホテル等営業として届け出て営業することは可能で
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あるか

といった御質問がありました。

既得権営業を営もうとする者は、改正案附則第２条第１項の規定により、施行後

１月以内に、所在地の所轄警察署長を経由して、所在地を管轄する公安委員会に届

出書を提出する必要があります。また、営業を営むに当たっては、風営法等による

各種規制を遵守する必要があります。

新たに規制対象となる営業を営んでいる者であれば、過去に風営法上のラブホテ

ル等営業として営んでいた施設を改装して一般のホテルとして営業している場合で

あっても、施行後１月以内にラブホテル等営業として届け出て、引き続き営業する

ことが可能です。

２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則の一部を改正する規則

案について

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則の一部を改正する規則

案に関する御意見はありませんでした。

以上


